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　仕事と家庭の両立支援対策を充実するために、育児休業、介護休業等育児
又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律（育児・介護休業法）が改正
され、平成１７年４月１日から施行されました。 
　育児・介護休業法は、企業や事業所の規模や業種を問わず適用されます。 
　育児・介護休業、子の看護休暇、育児・介護のための時間外労働及び深夜
業の制限については、労働者がこれらの制度を利用しやすいものとするた
め、あらかじめ就業規則等に制度が導入され、規則が定められるべきもので
あることに留意してください。また、勤務時間の短縮等の措置については、
措置が講じられ規則が定められている必要があります。育児・介護休業法に
沿った制度が講じられるよう、就業規則の見直しをしてください。 
 
　このリーフレットでは、育児・介護休業法の要請を満たす規定例をご紹介
します。この他、都道府県労働局で配付しているパンフレットや、厚生労働
省ホームページに掲載されている規定例なども参考にして、就業規則の整備
をすすめてください。 
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